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　平成26年９月27日に発生した御嶽山噴火では、火口
周辺で多くの登山者が被災し、我が国の火山防災対策に
関する様々な課題が明らかになったところです。
　消防庁では、この御嶽山噴火災害を受けて、「火山防
災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山」（47
火山）における避難施設（退避壕・退避舎）、災害情報
伝達手段の整備状況について緊急調査を10月に実施し、
その結果を取りまとめました。

「火山防災のために監視・
観測体制の充実等が必要
な火山」(47火山)における
避難施設等の設置状況の
実態調査結果について

防災課・防災情報室
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が把握できている41火山のうち、山頂の全域に
おいて１社以上受信可能は10火山、一部地域に
おいて１社以上受信可能は28火山となっている。
また、山道における受信状況が把握できている
43火山のうち、山道の全域において１社以上受
信可能は９火山、一部地域において１社以上受信
可能は31火山となっている。

　　・�47火山のうち、27火山において山小屋が整備さ
れており、うち19火山において防災行政無線（移
動系）等の伝達手段が整備されている。

（１）調査対象
　�　「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要
な火山」（47火山）周辺の地方公共団体（23都道府県
159市町村）

（２）調査項目
　　①�退避壕・退避舎の整備状況について（施設数、施

設規模等）
　　②�災害情報伝達手段の整備状況について（防災行政

無線、緊急速報メール等）
（３）調査結果
　　表１・表２参照
　【調査結果概要】
　　①退避壕・退避舎の整備状況
　　・�47火山のうち、退避壕・退避舎のいずれかが整

備されているものは12火山となっている。その
うち退避壕については、11火山で110施設が整備、
退避舎については、４火山で23施設が整備され
ている。

　　②災害情報伝達手段の整備状況
　　・�47火山のうち、山頂又は山道に防災行政無線（同

報系）の屋外スピーカーが整備されているものは
16火山となっている。

　　・�緊急速報メールについて、山頂における受信状況

調査内容2

　本調査結果をもとに、中央防災会議のもとに設置され
た火山防災対策推進ワーキンググループ等において、登
山者等に対する適切な情報提供や安全対策を検討してい
くこととしています。
　消防庁においても、これらの政府の方針を踏まえ、登
山者等の安全確保のため、退避壕等の整備に対する支援
拡充、災害情報伝達手段の整備促進等に取り組むことと
しています。
　なお、本調査結果については、総務省消防庁のホーム
ページ（http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/hou 
dou/h26/2611/261128_1houdou/02_houdoushiryou.
pdf）にも掲載されています。

おわりに3

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部防災課　中島　吉岡
　TEL: 03-5253-7525

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/h26/2611/261128_1houdou/02_houdoushiryou.pdf
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表1　常時観測47火山における避難施設の整備状況に係る緊急調査結果
平成26年10月現在
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表2　常時観測47火山における災害情報伝達手段に係る緊急調査結果
平成26年10月現在


